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競争的資金の予算額及び制度数の推移について
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科学研究費助成事業（科研費）の研究種目

82

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

基盤研究（Ｓ）
独創的・先駆的研究の格段の発展
原則５年 5,000万～２億円程度

研究活動スタート支援
２年以内 年間150万円以内

特別推進研究
国際的に高い評価を得ている研究

３～５年 制限なし （5億円程度）

新学術領域研究
〔研究領域提案型〕 ５年

異分野連携等による新領域の形成
共同研究等による領域の格段の進展

年間1,000万～3億円程度基盤研究

研究者個人の独創的・先駆的研究

３～５年 （Ａ）2,000～5,000万円

（Ｂ） 500～2,000万円

（Ｃ）※１ ～500万円

挑戦的萌芽研究 ※１※４
挑戦的で高い目標設定を掲げた芽生え

期の研究
１～３年 ～500万円

特別研究員奨励費
３年以内 年間150万円以内

若手研究者の自立支援 新領域の形成、挑戦的研究

国
際
活
動
支
援
班

(

国
際
共
同
研
究
、

ポ
ス
ド
ク
の
相
互
派
遣
）

特
設
分
野

研
究

基盤研究の支援

若手研究

39歳以下 若手研究者の自立支援

２～４年 （Ａ） 500～3,000万円

（Ｂ）※１ ～500万円

※１・・・平成２３年度より基金化した研究種目
※２・・・「国際共同研究加速基金」として平成２７年度より基金にて予算措置
※３・・・「特設分野研究基金」として平成２７年度より基金にて予算措置（審査は「基盤研究（Ｂ，Ｃ）」の審査区分として実施し、研究期間は応募年度により応募可能な期間が異なる）
※４・・・平成２９年度より、挑戦的萌芽研究を見直し、新たな研究種目「挑戦的研究（開拓・萌芽）」を創設

※２

1分野あたり
30件以内

20領域程度
領域設定期間と同期間
単年度1,500万円以下

※３

国
際
共
同
研
究
強
化

（
研
究
者
の
海
外
派
遣
等
）

※２

400名程度
半年～１年程度
海外派遣
1,200万円以下

赤囲みは基金種目（平成28年度）



科研費の予算額の推移

83

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

※予算額は、当初予算額を計上。
※平成29年度の数値は予算案。
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「科学研究費」の応募件数、採択件数、採択率の推移

84

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

55,000 

71,900 
78,000 

89,700 91,700 

101,200 

19,200 

28,600 
36,900 

44,900 

63,700 

75,300 

13,200 
19,800 16,600 19,100 

26,200 26,700 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H2 H7 H12 H17 H23 H28

応募件数（新規）

採択件数（新規＋継続）

採択件数（新規）

（採択率）

（年度）

（24.0%）
（27.6%） （21.3%）

（28.6%） （26.4%）

（21.4%）

• 「科学研究費」：科研費のうち、特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究、挑戦的萌芽研究、
若手研究、研究活動スタート支援及び奨励研究を指します（平成28年度）。

• 上のグラフは、奨励研究を除く科学研究費について集計しています。平成28年度は、特設分野
研究も除く。

（件数）



科研費の新規採択率
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※科研費の種目のうち、「特別推進研究」「特定領域研究」「新学術領域研究」「基盤研究」「挑戦的萌芽研究」「若手研究」「研究活動スタート支援」及び「奨励研究」を集計したもの
（ただし、「新学術領域研究（研究領域提案型）『生命科学系３分野支援活動』」「特設分野研究」「特別研究促進費」「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化・帰国発展研究）」及び
「特設分野研究基金」を除く。）

†文科省資料より内閣府作成 85



科研費における基金化の導入について

86

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

◎「基金化」の導入（平成23年度～）

年度にとらわれずに研究費の使用ができるよう、平成２３年度から日本学術振興会に基金を創
設しました。基金化した種目（※）では、複数年間の研究期間全体を通じた研究費が確保されて
いるため、研究費の柔軟な執行が可能となりました。

※平成28年度における基金化の主な対象種目
・「基盤研究（C）」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究（B）」【平成23年度～】
・国際共同研究加速基金、特設分野研究基金【平成２７年度～】

【基金化のメリット】
◆研究の進展に合わせた研究費の前倒し使用が可能になりました。
次年度以降に使用する予定だった研究費を前倒しして請求することにより、研究の進展に合
わせた研究費の使用が可能です。

◆事前の繰越手続きなく、次年度における研究費の使用が可能になりました。
研究者は会計年度を気にかけることなく研究を進めることができ、未使用分の研究費につい
ては、事前の繰越手続きなしに次年度以降に使用することができます。

◆年度末の会計処理を意識することなく、研究を進めることが可能になりました。
会計年度による制約がなくなるため、前年度に発注した物品が翌年度に納品されることになっ
ても構いません。



科研費における基金化の導入について

87

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

研究期間
の１年延長
も可能



不正使用等の防止に関する取組

88

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

○平成１８年１２月： 「研究費の不正対策検討会」（科学技術・学術政策局長決定）において、「研究費の不正対策検討会報告書」を取りまとめ

○平成１８年 ８ 月： 総合科学技術会議において、「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」を策定

○平成１９年 ２ 月： 文部科学省において、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」を大臣決定、通知。

ガイドライン策定の経緯

○不正者に対する罰則の強化等
・応募資格停止の措置（最大5年間） 【科研費,H15】
・機関管理の義務づけ 【科研費,H16】
・文部科学省の応募資格停止の一斉適用 【文科省,H16】
・府省共通の応募資格停止の一斉適用 【関係府省,H17】
・府省共通の応募資格制限期間の厳罰化 【関係府省,H24】
・研究者氏名を含む不正事案の公表【文科省,H26】

○平成23年度科学・技術施策重要アクション・プラン
【CSTP+関係府省】
・繰越手続きの簡略化・弾力化
・費目の統一化
・費目間流用制限の緩和

○科学研究費助成事業の一部基金化【科研費、H23～】、調整金の導入【科研費、H25
～】
・単年度会計の制約を無くし、複数年度にわたり柔軟な執行が可能な基金化を実現
・研究費の前倒し使用や次年度使用を可能にする「調整金」を導入

○研究費の柔軟かつ効率的な執行が必要
・単年度会計主義
・繰越、費目間流用制限
・制度間で異なるルール

○機関内の責任体系
○機関内ルール
○不正防止推進部署の設置
○発注・検収のチェックシステム
○内部監査・モニタリング

等が不十分

1.研究者の意識の問題1.研究者の意識の問題

○自ら獲得した研究費＝自分のお金であるという
誤った認識
○研究遂行の為に不正もやむを得ず
○公金であるという基本認識の欠如

2. 研究機関の組織の問題2. 研究機関の組織の問題

3. 競争的資金等の制度・
運用に関する問題

3. 競争的資金等の制度・
運用に関する問題

不正者に対する罰則の強化等

研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン
（実施基準）の策定(H19.2)【文科省】

競争的資金の制度改革に向けた取組

不正使用等を引き起こす要因 不正使用等の防止に向けた取組

※H26年2月に改正
○ガイドラインに基づく研究機関の体制整備状況の確認
・機関に対し、体制整備の実施状況報告書の提出を要請
・分析結果報告書の作成・公表
・現地調査の実施 （ H24：14機関、 H23：61機関、H22:65機関）
○研究機関の事務担当者に対する研修会を毎年開催
○履行状況調査（ H27：53機関、 H26：54機関、H25：36機関、H24：18機関）
○機動調査（ H27：1機関）
○フォローアップ調査（ H27：2機関）
○特別調査



不正使用を行った研究者に対する応募資格の制限等

89

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
日本学術振興会

長澤部長 配付資料より

平成24年度の「競争的資金の適正な執行に関する指針」の改正において、特に悪質な不正使用の
事案に対しては厳しく対処するとともに、不正使用の内容に応じて、応募資格を制限することとした。
なお、私的流用の場合の10年等、従前より応募資格の制限期間が長くなるものについては、平成25年度の事業以降

（ （継続課題も含む）で不正使用を行った場合に適用する。

※社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合は、応募資格制限をせず、厳重注意を通知する。

応募制限の対象者 不正使用の程度と応募制限期間

不正使用を行った
研究者と共謀者

私的流用の場合、10年
①、社会への影響が大きく、行為の悪質性も高い場合、5年

私的流用以外で ②、①及び③以外の場合、2～4年
③、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低い場合、1年

不正受給を行った
研究者と共謀者 5年
善管注意義務違反
を行った研究者 不正使用を行った者の応募制限期間の半分（上限2年、下限1年、端数切り捨て）

（参考）内閣府HP：http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/shishin1.pdf

【不正事案の公表について】
平成26年度以降の文部科学省関連の競争的資金制度において、研究費の不正使用等を行った
研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、応募資格が制限された研究者については、
原則、研究者氏名を含む当該不正の概要を文部科学省のHPにおいて公表する。



項 目 対応内容

１ 費目構成の統一化 ・「府省共通経費取扱区分表」における取扱い（平成22年12月）を徹底

２ 費目間流用ルールの統一化 ・平成26年3月に申し合わせた「費目間ルールの統一化について」により対応

３
各種報告時期の延長による年
度末までの研究期間の確保

・会計実績報告書、研究成果報告書の提出期限を5月31日までに延長し、年度末まで研究が実施出
来るよう変更

４ 使用ルールの統一

・備品として管理するもの、資産として管理するものの金額を統一
（１０万円以上の物品は、備品として管理、５０万円以上は資産として管理）

・消耗品やパソコン等について、研究費で買えるもの、買えないもののルールを統一（事業の目的遂
行に必要と認められるものは購入可能）

・研究機器等について、リースのみを義務づけている事業について、購入も選択出来るように統一

５ 研究機器の共用化
・購入した研究機器について、当該研究で必要な時間以外は、研究の実施に支障のないことを確認
の上、他の研究での使用を可能化

６ 複数研究費の合算による使用 ・旅費の支払や消耗品の購入について、合算による使用が可能になるよう統一

７ 様式の統一 ・報告書の様式の統一

８
使い勝手の改善に関する意
見・相談窓口の開設

・内閣府の競争的資金のホームページに研究者からの意見、質問等を受け付ける窓口を開設し、一
元的に対応

※ 上記について、H27.4以降に公募を開始する制度から実施

90

競争的資金における使い勝手の改善について



研究費の制度上の問題点

91

ＷＧ（第６回）（H29.1.23）
名古屋大学

尾上教授配付資料より



調達関係の取組（産総研）

92

ＷＧ（第３回）（H28.12.9）
産業技術総合研究所

中村副本部長 配付資料より



（参考）科学技術イノベーション官民投資拡大イニシアティブ〈最終報告〉【概要】

93
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科学技術関係経費（機関別）の推移

11,571 12,212 12,179 12,558 12,693 12,994 12,887 13,301 
11,370 11,741 11,776 

10,212 
10,261 10,259 10,214 9,858 8,519 8,255 

9,284 

8,984 8,894 9,179 

1,136 
1,104 1,018 853 767 

1,777 1,804 
778 

1,230 1,317 1,272 

10,044 
10,007 9,958 10,006 11,105 10,916 

10,325 
10,755 

10,462 10,386 10,413 

2,150 
2,124 2,225 2,259 

2,224 2,720 
2,480 

2,395 

2,422 2,226 2,229 

35,113 35,708 35,639 35,890 36,647 36,926 35,751 36,513 34,469 34,563 34,868 
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10,000
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25,000

30,000

35,000

40,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

内局予算 独法等・運営費交付金 独法等・施設整備費補助金等 大学等・運営費交付金 大学等・施設整備費補助金等

[100] [106] [105] [109] [101] [102] [102] [105] [90] [93]

[100]
[101] [101]

[100] [100] [86] [84]
[94]

[91] [90]

[100] [97]
[90] [75] [100]

[232] [235]

[101]

[160] [172]

[100] [100] [99]
[100] [100] [98]

[93]
[97]

[94]
[94]

[100] [100] [104] [105]
[100] [122]

[112]
[108]

[109] [100]

[100] [102] [102] [102] [100] [101] [98] [100] [94] [94]

（億円）

第４期基本計画第３期基本計画 第５期基本計画

※第３期基本計画と、第４期基本計画以降では、科学技術関係経費の考え方が異なっているため、増減の基準となる年をそれぞれH19年及びH23年としている。
（第４期基本計画より、理工系分野に加え人文・社会科学分野も科学技術関係分野としている。） †内閣府作成

※

95

[93]

[93]

[166]

[94]

[100]

[95]

(予算案)



10,970

10,945

10,945

11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,043

12,214

12,317

12,415

29年度

予算案

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度 （単位：億円）

※平成29年度予算額について、国立大学法人機能強化促進補助金（45億円）を含む

国立大学法人運営費交付金等予算額の推移

†文科省作成資料に内閣府が一部追記 96



†「科学技術研究調査」（総務省）、「国立大学法人の決算報告」（文科省）に基づき内閣府が作成

国立大学法人における運営費交付金と研究費に占める外部資金の推移

11,655 11,383 11,425 11,395 11,318 11,061 
10,512 10,741 

10,134 9,960 
10,828 

2,233 
2,380 2,482 2,746 2,825 3,141 

3,123 

3,486 

3,488 3,653 

3,444 

779 846 858 
921 927 808 

813 

834 

836 836 

846 
4 6 10 

13 19 24 
16 

13 
12 17 

21 

14,672 14,615 14,774 15,076 15,089 15,034 14,464 15,073 14,469 14,466 15,139 

 -

 2,000

 4,000

 6,000

 8,000

 10,000

 12,000

 14,000

 16,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

運営費交付金 公的機関 民間 外国

（億円）

※運営費交付金収益は財務諸表、外部資金の値は「科学技術研究調査」による。

運
営
費
交
付
金
収
益

外
部
資
金

研究費のうち、外部資金

[100] [98] [98] [98] [97]
[95]

[90] [92]
[87] [86]

[93]

3,017
[100]

3,232
[107]

3,349
[111]

3,681
[122]

3,771
[125]

3,973
[132]

3,952
[131]

4,332
[144]

4,335
[144]

4,506
[149]

4,311
[143]

[100] [100] [101] [103] [103] [103] [99] [103] [99] [99] [103]
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5,754 5,556 5,634 5,637 5,440 5,254 5,066
4,749 4,786 4,759 4,678 4,811

362
345

336
309 283 256 263 263

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

自ら研究開発を行う国立研究開発法人の運営費交付金（当初予算一般会計分）の推移

（単位：億円）

自ら研究開発を行う国立研究開発法人（国立高度専門医療センター除く）（注）

国立高度専門医療センター（６法人）

（注：日本医療研究開発機構、科学技術振興機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構を除く）

†「予算及び財政投融資計画の説明（財務省）」、「科学
技術関係経費集計（内閣府）」に基づき内閣府が作成

※（ ）は法人数

(23) (23) (23) (23) (23) (29) (29) (29) (29) (29) (28) (24)

[100]
[97] [98] [98] [95] [91] [88]

[83] [83] [83] [81] [84]

[95]

[85] [78] [71] [73]
[73]

[93]

[100]

5,754 5,556 5,634 5,637 5,802 5,599 5,402 5,059 5,068 5,016 4,941 5,074
[100] [97] [98] [98] [101] [97] [94] [88] [88] [87] [86] [88]

(予算案)

第３期科学技術基本計画 第４期科学技術基本計画 第５期科学技術
基本計画
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5,650 5,787 5,713 5,791
5,471

5,233 5,208

4,957

5,267

5,148

331
318 316

299
290 247

1,650 1,526
1,288 1,296 980 1,376 1,219

1,059

1,434
1,232

0

2,000

4,000

6,000

8,000

自ら研究開発を行う国立研究開発法人の年度決算値の推移

（単位：億円）

†国立研究開発法人の財務諸表に基づき内閣府が作成

（23） （23） （23） （23） （29） （29） （29） （29） （29） （28）

第３期科学技術基本計画

※（ ）は法人数

[100] [102] [101] [102]
[97]

[93] [92]

[88]

[93]

[91]

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

自ら研究開発を行う国立研究開発法人（注）
■ 運営費交付金収益 （うち■国立高度専門医療センター（６法人））
■ 受託等収益

（注：日本医療研究開発機構、科学技術振興機構、新エネルギー・産業技術総合開発機構を除く）

[100] [92] [78] [79] [59] [83] [74]
[64]

[75]
[87]

[100]
[96] [95]

[90]
[87]

[75]

第４期科学技術基本計画

7,300 7,313 7,001 7,086 6,782 6,928 6,742 6,315 6,990 6,627

[100] [100] [96] [97] [93] [95] [92] [87] [96] [91]
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H22 H23 H24 H25 H26 H27

主な国立研究開発法人の知財関連収益の推移

（単位：億円）

†国立研究開発法人の財務諸表に基づき内閣府が作成

※（ ）は法人数

※財務諸表に知財関連収益の記載がある11国研（注）の情報を収集

（注：日本医療研究開発機構、情報通信研究機構、物質・材料研究機構、科学技術振興機構、理化学研究所、
日本原子力研究開発機構、産業技術総合研究所、土木研究所、建築研究所、港湾航空技術研究所、
電子航法研究所）

（9） （9） （10） （10） （10） （11）

■ 知財関連収益

[100] [126] [88] [103] [116] [158]

100



○ 共同研究の件数及び受入総額は増加傾向であるが、1件当たりの金額はほぼ一定で推移。

出典：文部科学省「大学等にお
ける産学連携等実施状況につい
て」（平成２７年度）等を基
に、内閣府作成

大学等における共同研究の件数・受入額の推移

大学等における共同研究件数と受け入れ金額

金額 件数

（百万円） （件）

金額 件数

（平成）

大学等における民間企業との共同研究費受入額と１件あたり受入額

101

0
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25,000

30,000
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30,000

40,000
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15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

190
200
210
220
230
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250
260
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290
300

0

100

200

300

400

500

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

受入総額 一件あたりの受入額

出典：文部科学省「大学等にお
ける産学連携等実施状況につい
て」（平成２７年度）等を基
に、内閣府作成


